
令和７年度 入札・契約制度改正について（工事）
令和７年度に高知県が発注する建設工事に係る入札・契約制度の改正概要は次のとおりです。

高知県土木部
（問い合わせ）土木政策課 契約担当  
  電話：088-823-9813（直通）

４　その他

【改正】 生産性向上の取組　※選択項目　

　※　「同一工種の実績」を取り止め、「当該工事での実施」により加点する。達成でき　
　　なかった場合については、工事成績評定の減点措置を行う。
　※　「ICT活用工事」は、別途定める高知県のICT活用工事実施要領により、指定さ
　　れた施工プロセスを実施する場合に評価する。
　※　対象工事1.25億円以上⇒１億円以上

ICT活用工事の
推進

　設計図書で指定されたＩＣＴ活用工事
　を当該工事で実施（削除：過去3年間の実績） ５点

　　（削除:当該工事での実施　2.5点）

　上記以外 ０点 ２　「週休２日制工事」の実施の促進
　　　（令和７年４月１日以降に公告(指名通知)を行う工事から適用）

　現在、全工事を「発注者指定型」で運用しているところですが、週休2日の質の向上を図るため、
「通期の週休2日」を「月単位の週休2日」に拡大。
　なお、社会的要請等により早期の工事完成が必要な工事については、「月単位の週休2日交替
制」に改正。

１　総合評価方式の運用の変更
　　　（令和７年４月１日以降に公告を行う工事から適用）

　総合評価方式の一般競争入札において、総合評価基準の一部を改正。

３　「クールワークタイム制度（サマータイム制度）」の導入
　　　（工期が6月から9月にかかる工事に適用）

【改正】災害復旧工事等の対応状況（過去３年）　※選択項目

災害復旧工事等
の対応状況

　以下のいずれかに該当
　　・災害復旧工事の受注実績２件以上
　　・災害協定の締結
　　・災害時緊急対応実績１件以上

５点

　災害復旧工事の受注実績１件　　　　　　　　　　 ２．５点

　上記以外 ０点

　※　災害復旧工事を円滑に履行し、県内の防災力の向上に繋げることを目的として、
　　災害復旧工事の受注状況に応じインセンティブを付与する。
　※　高知県又は当該工事箇所を所管する土木事務所（又は所内事務所）との災
　　害協定の締結と、災害時緊急対応実績（緊急発注）を評価対象とすることで、地
　　域に根ざした建設業者を評価する。

　近年の地球温暖化による気温の上昇に伴い、猛暑日でなくても熱中症のリスクが増加するため、
現場作業時間を８時から11時及び14時から17時などとする「クールワークタイム制度（サマータイ
ム制度）」を導入。
　また、短縮される作業時間を確保するため、工期延長が可能。

（１）配置予定技術者における従事期間の見直し
　　　　　配置予定技術者が産休育休を取得した場合は、その期間を同種・類似工事の評価
　　　 対象期間に追加。
（２）現場代理人の変更届に関する緩和
　　　　 現場代理人が育児休暇を14日以内(土日祝含む)の期間で取得する場合に限り、
　　　常時、監督職員と連絡が可能な体制を整えたうえで、当該工事現場に精通した代理の
　　　技術者を、事前に書面（確認票等）により提出することで、「現場代理人変更届」及び
　　　各種書類の変更を省略できる。
（３）総合評価方式の評価基準の周知
　　　　 今後の評価基準として　「ワークライフバランス推進企業認定」の新設を検討しており、
　　　Ｒ７は周知期間とし、Ｒ８から運用を開始する。　

【新規】 CCUS（建設キャリアアップシステム）の事業者登録　※選択項目

ＣＣＵＳの
事業者登録

　事業者登録　有 ５点

　事業者登録　無 ０点

　※　個々の技能者の就業実績や資格を登録し、技能の公正な評価、工事の品質向
　　上、現場作業の効率化などにつなげるシステムである。
　※　まず、事業者登録を評価することにより、今後の工事現場での活用につなげる。
　※　１.２５億円以上の工事を対象



令和７年度 入札・契約制度改正について（委託業務）
令和７年度に高知県が発注する委託業務に係る入札・契約制度の改正概要は次のとおりです。

高知県土木部
（問い合わせ）土木政策課 契約担当  
  電話：088-823-9813（直通）

２　その他

【改正】 地域貢献度（災害協定）　※選択項目

※　知事名での災害協定を対象としていたが、部長名や県内で出先機関長名の災害
　 協定も有効とすることで、災害時の円滑な対応を可能とする。

地域貢献度
（災害協定）

　高知県との災害協定　有 ５点

　高知県との災害協定　無 ０点

１　総合評価方式の運用の変更
　　　（令和７年４月１日以降に公告を行う委託業務から適用）

　総合評価方式の一般競争入札において、総合評価基準の一部を改正。

【改正】同種・類似業務の成績評定（過去３年）　

　※　対象業務を、高知県発注業務、なければ国交省発注業務（四国地整管内）と　
　　 する。
　※　国交省（四国地整管内）の評定点に限ることで、さらなる公正性を確保する。
　※　競争性が確保される場合は、高知県内の業務実績に限る。

　同種・類似業務
の成績評点

　成績評定点　79点以上：10点、79点未満から、71点以上までは
 ２点ごとに区分し、配点は各２点、71点未満：0点

【改正】 技術者資格　※選択項目

技術者
資格

　技術士又はＲＣＣＭの資格　　　　　　　 有　　　　　　　  ５点
　国土交通大臣の認定を受けている者
　又は地質調査技士の資格　　　　　　　　　

有　　　　　　　　３点

　上記の資格　　　無 　　　　　　　　　　０点

※　評価対象とする資格を増やすことで、さらなる競争性を確保する。
※　技術士とRCCMの配点の細分化は、周知期間を設け、R8以降とする。

【改正】 継続学習制度（ＣＰＤ）の取得　※選択項目

継続学習制度
（CPD）の取得

　１５０単位（ポイント）以上 ５点

　１５０単位（ポイント）未満 ０点

※　RCCMにおけるCPDの推奨単位が、コロナ禍の影響時（150点）から通常の200
　 点に戻るため、評価する単位（ポイント）を段階的に引き上げる。

【改正】 手持ち業務量　※選択項目
R６まで R７～

　０件：10点、１件：８点、
　以降１件ごとにマイナス２点の配点、
　５件以上：0点

　０件と１件：５点、２件と３件：４点、
　以降２件ごとにマイナス１点の配点、
　10件以上：0点

※　手持ち業務量の評価による配点のウエイトを下げ、国交省の入札参加基準と同等
　 の10件を上限とする。

【改正】 地理的条件（当該業務地域での実績）　※選択項目

地理的条件
（当該業務地域で

の実績）

　当該業務地域での実績　有 ５点

　当該業務地域での実績　無 ０点

※　評価業務範囲を、土木事務所所内事務所管内から拠点の土木事務所単位に拡
　 大することで、競争性を確保する。

　　・　入札参加資格における配置予定技術者の従事実績について
　　　　　過去に同種・類似業務で管理技術者又は照査技術者での実績を必要としていたものを、　　
　　　　技術者の技術力向上と経験値蓄積を促進するため、「担当技術者」での実績についても
　　　　従事実績として認める。　　



金額
区分

発注標準

ランク

改正前 改正後

27.2億円

A
等
級

変

更

な

し

5億円

2億円

1.25億円

1億円

7,500万円 B
等
級

5,000万円

3,000万円

C
等
級

2,500万円

1,750万円

1,000万円

500万円
D
等
級

　　　

　　　　　　　　　　令和７年度版　発注標準表（土木一式工事）　 R3.4改正　土木政策課

入札制度

入札方式

改正前 改正後

一
般
競

争
入
札

総
合
評

価
方

式

①高度技術提案型
②技術提案型
（WTO協定適用：27.2億円）

変

更

な

し

③施工計画型
　（５億円～WTO協定）

④企業評価型
　（1億円～５億円）

　価格競争
　　　（５千万円～１億円）

（企業評価型も適用可）

指
名
競

争
入
札

・ ５千万未満は、
　指名競争入札を適用可
　（原則は一般競争入札）

①１億円未満：災害復旧や
防災対策工事、その他
早期執行が必要で、一
定の競争性が確保され
ていると認められる場合

②５千万円未満：①以外

指名競争入札を適用可
　（原則は一般競争入札）

価格の公表

予定価格の公表

改正前 改正後

事後公表
2,500万円

以上

変

更

な

し

事前公表

入札参加者の特例
（工事特性や地域の実情に配慮）

一般競争入札 指名競争入札

改正前 改正後 改正前 改正後

A単独

変

更

な

し

Ａ・Ｂ

Ａ・B

Ａ・Ｂ・Ｃ Ａ・Ｂ・Ｃ

B・C B・C B・C

C単独 C単独 C単独

C・D C・D C・D

根拠：「高知県建設工事競争入札参加者基準要綱」
※１　災害復旧や防災対策工事、その他早期執行が必要で、一定の競争性が確保されていると認められる場合に適用（Ａは管内のみ）

入札契約部署

金額
区分

本庁・出先区分

改正前 改正後

本庁

契約

変

更

な

し

27.2億円

5億円

2億円

1.25億円

出先
事務所
契約

1億円

7,500万円

5,000万円

3,000万円

2,500万円

1,750万円

1,000万円

500万円

金額
区分

27.2億円

5億円

2億円

1.25億円

1億円

7,500万円

5,000万円

3,000万円

2,500万円

1,750万円

1,000万円

500万円

※１

①１億円未満：災害復旧
や防災対策工事、その
他早期執行が必要で、
一定の競争性が確保
されていると認められ
る場合

②５千万円未満：①以外

指名競争入札を適用可
　（原則は一般競争入札）

価格競争
（５千万円～１億円）
（企業評価型も適用可）


